
コロナウイルス最大の脅威とは
→死亡するリスクがある・高いということ



死者に関するデータ
は少ない・充実度が
低い
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厚労省
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さらに死者に関しては感染者
よりも早い。
令和2年4月21日公表分から、
各市区町村がウェブサイトで
公表されている情報を積み上
げる形に変更した。

死者は感染者よりも圧倒的に少ないに
も関らず死者に関してもウェブサイト
で公表されている情報を積み上げる形
に変更。

死に関するデータを国で把握できてい
ない。データ収集も行わず、指針も示
さない厚労省の対応は問題である。



厚労省は都道府県単位でしか見ていない
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時期を問わず初期から都道府県単位でのみのコロナ関連情報を報告。
各都道府県・市区町村HPにおいても都道府県HPではデータが死者の期間別データが
あるのに対し、市区町村HPでは死者の期間別データが公開されている市区町村は非
常に少ない。

これでは田舎と都会を一緒に考えてしまうことになり、各市区町村での詳細な感染
者、死亡者の現状を把握できないのではないか？

→都道府県単位でしかコロナを把握しようとしない姿勢が問題である



累積死亡者数のデータが無い
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東京特別区

• 大田区・板橋区

• 北区・新宿区・中野区

• 豊島区・港区・文京区

• 台東区・中央区・千代田区

→約半数の区が死亡者数の
データを非公開

政令指定都市

・該当無し

→全ての市区町村で公開



期間別の死亡者データが無い→過去に遡って死亡者を調べられない
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東京特別区

・世田谷区・練馬区・大田区

・江戸川区・足立区・杉並区

・板橋区・江東区・西宮市

・葛飾区・品川区・北区

・新宿区・中野区・豊島区

・目黒区・墨田区・港区

・渋谷区・文京区・荒川区

台東区・中央区・千代田区

→品川区以外は公開無し

政令指定都市

・横浜市・大阪市

・札幌市・福岡市・川崎市

・京都市・広島市・仙台市

・北九州市・堺市・浜松市・新潟
市

・熊本市・相模原市・岡山市・静
岡市

→「さいたま市・神戸市・千葉
市・名古屋市」以外の市区町村
は全て無し



市区町村単位では
詳細な死亡者のデータが少
ない
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• しかし、日別（期間ごとの）
での死亡者数が公開されてい
る市区町村は

・政令指定都市

→さいたま市・神戸市・千葉市・
名古屋市

・東京特別区

→品川区のみ

• 東京特別区は累積の死亡者
数を公開していない都市11と
約半数が非公開

• 政令指定都市は全ての都市
で公開されている

波ごとの死亡率分析は日別（期間ごとの）での死亡者数が公開されている都道府県単位での死亡
率分析に切り替える



死者のデータを検証
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感染の波ごとの死亡率

• 死亡率（第～波死亡者数÷第～波感染者数）

• 第～波死亡者数の算出方法

例）第２波（2020年8月1日～11月30日）

＝2020年11月30日までの累積死亡者数

ー2020年８月１日までの累積死亡者数

死亡率

• 死亡率（累積死亡者数÷累積感染者数）を計算

→感染をした時に死亡するリスクがどの程度か把握できる

・４７都道府県を比較

• 各都道府県のホームページより



陽性者率と死亡率のグラフ

陽性者率 死亡率

2022/5/27

第5波で感染者拡大に伴い
陽性者率は全国的に上昇
しているが死亡率は反比
例するよう減少している



死亡率低下の理由は?
• ・第5波（7月1日～10月31日）に
対して

• ワクチンの摂取は6月あたり（第4波の
終わりから）から進んでいる

・第4波から第5波にかけて死亡率が増
加している都道府県が無い

→以上の2点からワクチン接種の効果は
死亡率の低下に影響を与えているので
はと仮設を立てて現在検証中

2022/5/27



川崎市は死者に関するデータが充実

感染者数・死亡者数の
報道がほとんど、、

・死者に関する情報が政令指定都
市＋東京特別区の中で最も充実し
ていた。

・死者に関するデータが詳細に公開
されていること自体が珍しい。

→川崎市の死者のデータ公開に関
する姿勢は良い
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死者に関するデータを国す
ら正確に把握できていない
状況に我々は置かれている。
死者に関してはセンシティブ
になるべきではないか。
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